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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
拡大後の産業構造の方向性＊1
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１． レジリエントな産業構造とする必
要性＊1

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大の
影響を受け、IMFのWorld Economic Outlook（June 
2020）による日本経済の2020年実質GDP成長率の
見通しは▲5.8％となっている。後退すると見込まれ
る経済を回復させるために、まずは感染症拡大を早期
に収束させる必要がある。これに加え、日本の場合
は、人口減少・超高齢化という構造的な課題にも対応
していかなければならない。これらの問題に直面する
中で、どのように経済を成長させていくのかを検討し
ていくことは、わが国にとって重要な政策課題であ
る。

人口減少下において持続的な経済成長を実現するた
めには、労働生産性の向上が必須であり、また感染症
に対するレジリエンスを高めるという観点からも重要
な論点である。目下のところ喫緊の課題となっている
感染症の拡大により、労働集約的な産業や低賃金の産
業は、特に感染症拡大の影響が大きいと考えられ
る＊2。さらに、人口減少はもとより、感染症拡大の影
響も中長期にわたって経済に影響を与えるおそれがあ
ることから、今後は他人との接触を減らす工夫をしつ
つ、労働生産性を今まで以上に引き上げていく必要が
ある。そのためには、ICTを活用したビジネスモデル
をさらに構築していくことが求められる。

＊1） 本稿内容は筆者らの個人的見解であり、財務省あるいは財務総合政策研究所の公式見解を示すものではない。
＊2） ILO（2020）p.5.

２．先行研究と本稿の位置づけ
日本の生産性について最近の研究をみると、アトキ

ンソン（2019、2020）は、主要国との比較や海外の
先行研究を広くレビューしたうえで、日本の生産性が
低いのは規模が小さい企業の割合が大きいことが主な
原因であるとし、企業規模を大きくしていく必要性を
強調している。

企業規模を大きくしていくことと労働生産性の関係
については、日本企業の個票データを用いた研究が最
近蓄積されている。まず、滝澤（2020）は、『株式会
社東京商工リサーチ（TSR）』（2015年1月期～2018
年12月期決算）から取得した個票データを用いて、
売上高ベースで企業規模を分けて分析した結果、企業
規模が大きいほど労働生産性が高いという結果を得て
いることに加え、製造業は非製造業に比して平均的に
高い労働生産性を示す一方で、非製造業は産業間で労
働生産性のばらつきが相対的に大きく、異質性が高い
ことを指摘している。

次 に、 奥・ 井 上・ 升 井（2020） は、『 平 成30年
（2018年）度 法人企業統計調査』の年次別調査の個
票データを用いて、従業員数をベースに企業規模を分
けて分析した結果、企業規模が大きいほど1人当たり
の賃金、労働生産性がともに高いが、サービス業は製
造業ほど企業規模との相関が強くないことや、製造
業、サービス業とも、労働生産性と1人当たりの賃金
は正の相関がある、といった結果を得ている。
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さらに、2020年版の『中小企業白書』では、『平成
28年（2016年） 経済センサス－活動調査』の個票
データを用いて、中小企業基本法での中小企業の定義

（資本金、常時雇用する従業員）をベースに企業規模
を分けて労働生産性について分析をした結果、企業規
模が大きくなるにつれて労働生産性が高くなっている
が、労働生産性の規模間格差は業種によって大きく異
なることを指摘している＊3。

これらの日本の企業データを用いた一連の研究の結
果は、企業規模と労働生産性に正の相関がみられる
が、その相関の強さは業種間で異なることを示してい
る。他方で、これらの先行研究は、企業の「規模」と
労働生産性の関係を分析しているが、何を「規模」の
基準として用いているかがそれぞれ異なっている。そ
こで本稿では、アトキンソン（2019、2020）や奥・
井上・升井（2020）で用いているように、従業員数
をベースにした企業規模を用いる。

＊3） 中小企業庁（2020）98-100頁。
＊4） 本稿で用いたサービス業には、「情報通信業」、「卸売業」、「小売業」、「飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業」、「宿泊業」、「運輸業、郵便業」、「物品

賃貸業」、「生活関連サービス業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「職業紹介・労働者派遣業」、「その他のサービス業」が含まれる。また、「医
療・福祉」は、公定価格が定められているなど業種特有の事情があることや、医療から福祉まで幅広い業種が1つのカテゴリーに含まれていることか
ら振れが大きいため、本稿では分析対象とはせずに参考数値として掲載する。

３． 日本企業の労働生産性に関する分析
３．１　業種別・企業規模別の従業員数

まず、日本の産業構造として、それぞれの業種にお
いてどのくらいの労働者がどの程度の規模の企業で働
いているかを把握したものが図表1である＊4。例えば、

「情報通信業」では、500人以上の企業で働いている
従業員が全体の約半分を占めている。一方、「建設業」
をみると、従業員数1～4人の小規模企業で働く従業
員の割合が1割超と比較的高い。このように、従業員
が大企業に集中している業種と、多数の中小規模企業
が存在する業種があり、業種により企業の規模にばら
つきが大きいことが確認できる。

３．２　業種別・企業規模別の労働生産性
本稿では、労働生産性を分析するために、『平成28

年（2016年） 経済センサス－活動調査』（調査期間：
2015年1月から12月まで）の個票データを用いた。

図表1　業種別・企業規模別の従業員数

（注１）「平成28年（2016年）経済センサス－活動調査」では、従業員の雇用形態について、期間を定めずに、または1か月以上の期間を定めて雇用している人（常用雇用者）
とそれ以外の雇用者（臨時雇用者）を調査している。本稿では、常用雇用者数を従業員数としている。

（注２）本稿では、従業員数に応じて、8区分（L1‒4、L5‒9、L10‒19、L20‒49、L50‒99、L100‒249、L250‒499、L500＋）に分けている。図表の中の、例えばL1‒4は、
従業員数（『経済センサス』では常用雇用者数）が1人から4人であることを示している。

（注３）業種は、主要業種を取り上げている。
（出所）『平成28年（2016年）経済センサス－活動調査』より作成。
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企業規模（従業員数）ごとに分けて各企業の労働生産
性の平均を示した結果が図表2である。

まず、業種別の労働生産性の水準をみると、労働生
産性が高い業種がある一方、「小売業」、「飲食店、持
ち帰り・配達飲食サービス業」、「宿泊業」は労働生産
性の水準が比較的低い。

次に、企業規模に着目すると、企業規模が大きくな
ると、労働生産性の水準が総じて高くなる傾向があ
る。その中でも、「製造業」、「情報通信業」、「卸売業」、

「建設業」は、企業規模と労働生産性との正の相関が
強く、企業規模が大きくなればなるほど労働生産性が
高くなっている。そのほか、「宿泊業」は、労働生産
性の水準は低いものの、企業規模と労働生産性との正
の相関が確認できる。

一方、「小売業」、「飲食店、持ち帰り・配達飲食
サービス業」は、企業規模と労働生産性との相関が弱
い。具体的には、「小売業」は従業員数250～499人
がピーク、「飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業」
は従業員数50～99人がピークで、一定の規模までは
労働生産性が高くなっているが、それ以上の規模にな
ると低下している。

これらの結果から、労働生産性は企業規模と関係し
ている傾向が総じてみられるものの、業種によっては
一定以上の規模になると当てはまらないことがわかっ
た。では、なぜ「小売業」、「飲食店、持ち帰り・配達

＊5） 本稿では、『平成28年（2016年）経済センサス－活動調査』における常用雇用者のうち正社員・正職員として処遇している人の割合を正社員比率と
した。

飲食サービス業」は、企業規模と労働生産性の関係が
それほど強くないのか。その背景について以下で検討
する。

３．３　業種別・企業規模別の正社員比率
雇用形態の違いに着目し、業種別・規模別に各企業

の正社員比率の平均を確認したものが図表3である＊5。
まず、業種別で確認すると、正社員比率が比較的高

い業種がある一方、「小売業」、「飲食店、持ち帰り・
配達飲食サービス業」、「宿泊業」は正社員比率が比較
的低く、上記3．2で分析した労働生産性が比較的低
い業種とほぼ同様である。

次に、同じ業種のなかで企業規模ごとの正社員比率
を確認したところ、「製造業」は総じて企業規模が大
きくなるほど正社員比率が高まっている。また、「情
報通信業」や「建設業」は企業規模が大きくなるほど
正社員比率が緩やかに高まりほぼ横ばいとなってい
る。他方、正社員比率が低い「小売業」は企業規模ご
とにばらつきが生じており、「飲食店、持ち帰り・配
達飲食サービス業」は企業規模が大きくなると正社員
比率が総じて下がっている。これらの結果から、正社
員比率の違いによる正社員と非正規社員の賃金等の待
遇格差が、労働生産性の違いの背景にあるのではない
かと考えられる。

ここで小括すると、企業規模と労働生産性には多く

図表2　業種別・企業規模別の労働生産性の水準比較
（単位：万円）

全産業 製造業

非製造業
サービス業

建設業 医療、福祉情報通信業 卸売業 小売業
飲食店、持ち
帰り・配達飲
食サービス業

宿泊業 運輸業、
郵便業

労働生産性

企
業
規
模

L1-4 393.0 365.9 338.9 569.8 557.3 311.3 178.9 225.5 870.4 430.3 402.5
L5-9 403.1 402.5 371.2 474.1 594.5 365.7 180.4 212.8 454.2 420.0 458.4
L10-19 449.7 453.1 439.4 561.8 684.1 375.7 213.0 255.6 435.9 465.6 445.6
L20-49 483.3 493.8 496.1 568.6 725.8 340.8 233.9 292.2 445.2 523.5 394.1
L50-99 505.4 552.5 522.3 647.0 788.2 373.3 236.2 357.4 573.2 597.4 334.5
L100-249 538.1 633.7 547.2 751.9 858.4 437.8 234.0 359.9 475.9 704.0 289.9
L250-499 604.5 766.3 574.0 897.8 916.8 521.9 227.3 413.6 490.5 836.5 422.0
L500+ 647.5 894.4 565.9 1006.0 1009.4 435.0 197.1 469.5 498.7 966.0 402.5
全規模 417.1 425.9 378.3 571.2 614.4 336.2 185.6 244.6 535.5 442.3 422.7

相関係数 0.75** 0.82** 0.49 0.83** 0.76** 0.37 -0.20 0.77** -0.12 0.82** 0.02
（0.031） （0.012）（0.2187） （0.011） （0.029） （0.364） （0.634） （0.026） （0.771） （0.012） （0.970）

（注1）�各規模階層の労働生産性は、企業ごとに付加価値額（売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課）を常用雇用者数で除して企業ごとの労働生産性を算出し、各規模階層で
平均している。

（注2）相関係数は、企業規模ごとの平均従業員数と労働生産性との相関係数である。なお、（）内の数値はp値である。
（注3）業種は、主要業種を取り上げている。
（出所）『平成28年（2016年）経済センサス－活動調査』より作成。
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の業種で正の相関がみられたが、全ての業種で一律に
当てはまるわけではないことも明らかとなった。他の
業種と比較して労働生産性が低い「小売業」、「飲食
店、持ち帰り・配達飲食サービス業」のように、企業
規模が一定以上に大きくなると労働生産性が下がる業
種があり、正社員比率の違いが背景の一つとして考え
られることが分析結果から示唆された。

４．日本企業の ICT投資に関する分析
感染症拡大の影響が長期化することを想定したうえ

で労働生産性の向上に取り組むためには、できるだけ
人と接触しないビジネスモデルを構築することが重要
である。そして、その実現にはリモートで仕事ができる
環境の整備のためのICT投資を推し進める必要がある。

ICT投資の拡充は労働生産性の向上にも効果がある
ことが指摘されている（財務総合政策研究所（2017））。
日本のICT投資と労働生産性の関係を確認するため
に、本稿では『平成30年（2018年）度 法人企業統
計調査』の個票データを用いて、製造業とサービス業
に分けたうえで、各企業の1人当たりのソフトウェア
投資額をICT装備率とし、ICT装備率の低い企業から
高い企業に順に並べた上で5つのグループに区分して、
それぞれの労働生産性を計算した（図表4）＊6。これを
みると、ICT装備率が高ければ高いほど、製造業と

＊6） ICT投資の代理指標として、法人企業統計調査のソフトウェア投資額を使用した。また、ICT装備率の算出には以下の式を用いている。

 ICT装備率=（前期末のソフトウェア+当期末のソフトウェア）÷2
従業員数

 なお、データはソフトウェア投資額に記載がある8,866社の集計であるが、企業によってはソフトウェアを有形固定資産と一体のものとしておりソフ
トウェア投資額の記載がない場合があるため、実際の ICT投資額より少ない可能性が考えられる。

＊7） 宮川・滝澤・宮川（2020）でも、労働生産性と IT投資比率との間にプラスの相関がみられたとの結果を得ている。

サービス業ともに、労働生産性が高くなっていること
が確認できる＊7。

図表4　業種別の ICT装備率に応じた労働生産性（平均値）

（注１）横軸は、ICT装備率が低い順番に全企業を5つのグループに分けたもの。
（注２）各グループの労働生産性は、企業ごとに以下の式により労働生産性を算出

し、各グループで平均している。
労働生産性＝（人件費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業
純益）÷従業員数
※人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費

（注３）ソフトウェア投資がある企業のみを対象にしている。また、外れ値の影響
を除外するため労働生産性の順で上下5%の企業を捨象している。

（注４）本グラフは、広木隆（2020）の従業員1人当たりのソフトウェア額のグラフ
を参考に作成。

（出所）『平成30年（2018年）度 法人企業統計調査』より作成。

200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

0

1,600
（万円）

製造業 サービス業

p80‒p100p60‒p80p40‒p60p20‒p40p0‒p20

業種別にICT装備率を確認してみると（図表5）、
「情報通信業」が最も大きい。一方、「飲食店、持ち帰
り・配達飲食サービス業」、「運輸業、郵便業」が比較
的小さい。このように業種間でばらつきが見られる
が、これは業務の特性によるところが大きいと考えら
れる。

なお、ICTを利用した業務として在宅勤務（テレ
ワーク）があるが、新型コロナウイルス感染拡大後の
産業別の適用状況を見ると、「情報サービス」が高い

図表3　業種別・企業規模別の正社員比率の比較

全産業 製造業

非製造業
サービス業

建設業 医療、福祉情報通信業 卸売業 小売業
飲食店、持ち
帰り・配達飲
食サービス業

宿泊業 運輸業、
郵便業

正社員比率

企
業
規
模

L1-4 0.652 0.719 0.611 0.733 0.704 0.645 0.371 0.511 0.731 0.793 0.597
L5-9 0.603 0.653 0.545 0.784 0.719 0.534 0.246 0.374 0.797 0.805 0.544
L10-19 0.611 0.700 0.538 0.845 0.762 0.369 0.249 0.336 0.833 0.852 0.516
L20-49 0.638 0.734 0.573 0.877 0.776 0.349 0.267 0.393 0.839 0.884 0.545
L50-99 0.663 0.769 0.613 0.878 0.789 0.437 0.260 0.468 0.814 0.891 0.601
L100-249 0.668 0.780 0.610 0.886 0.786 0.494 0.240 0.503 0.778 0.879 0.646
L250-499 0.665 0.786 0.592 0.888 0.789 0.534 0.204 0.540 0.749 0.874 0.687
L500+ 0.628 0.814 0.526 0.876 0.764 0.412 0.190 0.543 0.692 0.882 0.683
全規模 0.634 0.706 0.584 0.796 0.727 0.560 0.318 0.431 0.802 0.813 0.560

（注1）各規模階層の正社員比率は、企業ごとに正社員比率を算出し、各規模階層で平均している。
（注2）業種は、主要業種を取り上げている。
（出所）『平成28年（2016年）経済センサス－活動調査』より作成。
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一方で、「運輸」、「飲食業・宿泊業」は低くなるとい
う、図表5と同様の傾向が慶應義塾大学経済学部大久
保敏弘研究室／公益財団法人NIRA 総合研究開発機
構によるアンケート調査で明らかとなっている＊8。こ
れも上記と同様に業務の特性によるところが大きいと
考えられるが、感染症の拡大抑制の観点から、例えば
業種が同じでも職務によってテレワーク導入の可能性
を模索するなど、個々の事情に応じて可能な限り活用
していくことができれば、エッセンシャルワーカーも
含めた業務の負担軽減にもつながると考えられる。

図表5　業種別の ICT装備率（平均値）
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（注１）業種は、主要業種を取り上げている。
（注２）各業種のICT装備率は、企業ごとにICT装備率を算出し、各業種で平均して

いる。
（注３）ソフトウェア投資がある企業のみを対象にしている。
（出所）『平成30年（2018年）度 法人企業統計調査』より作成。

５．まとめ
本稿では、企業を規模別・業種別に分けて分析を

行った結果、（1）企業規模が大きくなると労働生産
性が高まる傾向があること、（2）企業規模が大きく
なっても労働生産性が必ずしも高くならない業種があ
る背景の一つとして正社員比率の違いが考えられるこ
と、（3）ICT装備率が高まるほど労働生産性が高まっ
ていることを確認した。

これらの結果を踏まえると、今後の日本経済のあり
方について検討する場合、企業規模が一つの重要な要
素であると考えられ、とりわけ小規模企業が多い業種
ほどその取組みの余地が大きい。また、正社員比率の
差が労働生産性の差の一つの背景にある可能性も考え
られ、例えば、正社員と非正規社員の待遇等の差につ
いて望ましい形に向けて議論していくことも有用であ
ろう。さらに、新型コロナウイルス感染症が拡大した

＊8） 慶應義塾大学経済学部大久保敏弘研究室・公益財団法人NIRA 総合研究開発機構（2020）。

影響に加え、人口減少に直面する日本にとって、労働
生産性を高めることにつながるICT化をさらに推し進
めていくことも重要である。
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